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別記様式

社会資本総合整備計画　【事後評価書】 平成30年3月31日
山口市における中心市街地の居住環境の改善と防災性の向上

平成25年度　～　　平成29年度　（5年間） 山口市

・居住環境の改善と防災性の向上を図るため整備計画区域内における老朽建築物等を除却する。
・居住環境の改善と防災性の向上を図るため整備地区内の広場等の整備を行う。

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 道路 事業内容 事業実施期間（年度） 全体事業費 備考

種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H25 H26 H27 H28 H29

１-A-1 住宅 一般 山口市 直接 山口市 － － 95

合計 95

Ｂ　関連社会資本整備事業 (該当なし)
事業 地域 交付 直接 全体事業費 備考
種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29

全体事業費

交付対象事業

（事業箇所）
市町村名

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 101百万円 95百万円

山口市

※除却した戸数…住宅市街地総合整備事業により道

路拡幅を計画する路線、広場整備予定地において拡

幅、整備を行う上で、除却が必要と認める建築物の

数

－

事　後　　評　価
実施体制・実施時期・事後(中間)評価

実施時期

公表方法

実施体制

１．交付金事業の進捗状況

6.0%
（Ａ(提案分)＋Ｃ）／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）6百万円

Ｃ
効果促進事業費の割合

ＢＡ

　　　山口市の事業評価制度による

平成30年度

中心市街地活性化推進室において閲覧及び市ホームページに掲載予定

事業者

事業内容
事業者

事業実施期間（年度）省略
（延長・面積等）

省略
工種

要素となる事業名

（　　　）

地区内の除却必要戸数の割合
（除却必要戸数の割合）＝（除却した戸数）／（全体の建築物の戸数）（％）

１人あたりの公園・広場面積
（１人あたりの公園・広場面積）＝（公園・広場面積（㎡））／（地区内人口（人））（㎡／人）

4.3%

0.78㎡/人

3.0%

0.85㎡/人

計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

中心市街地内の密集住宅市街地において、狭あい道路の解消や老朽建築物の除去・建替えを行い、併せて広場整備を促進することで居住環境の改善と防災性の向上を図る。

備考
中間目標値 最終目標値当初現況値

定量的指標の現況値及び目標値

（H29）

　　定量的指標の定義及び算定式

（H25）

現況調査、整備・事業計画策定、用地測量、用地取得、建物除却、広場整備

番号 要素となる事業名

山口駅前地区住宅市街地総合整備事業

市町村名
工種



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 全体事業費 備考
種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29

１-C-1 住宅 一般 山口市 間接 山口市 6

合計 6

山口市中心商店街の修景整備に対する補助－ 中心市街地活性化整備事業
工種

　今後、次期計画期間に予定する事業の内、中市町多目的広場については、利便性の高い広場となるよう周辺住民等の意見を踏まえた整備を進める。
　地蔵通りの沿線地権者との合意形成が概ね図られたことから、次期計画期間の早期に測量設計調査に着手の上、老朽建築物の除去及び道路拡幅を進める。また、相物小路についても、沿線地権者との合意
形成を進め、老朽建築物の除去及び道路拡幅を進める。
　これらの事業実施により、計画期間の最終年度である平成34年度において目標値の達成を目指す。

0.78㎡/人１人あたりの公園・広場面積

Ⅲ定量的指標以外の交付対
象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

本計画期間内において、中市町多目的広場については除却工事まで、地蔵通り沿線広場については沿線権利者と
の合意形成の段階につき、公園・広場の整備に至らなかった。また、本計画以外の事業である一の坂川周辺地区
整備事業により「ほたる広場」を整備したものの、中市町1番地区優良建築物等整備事業及び民間マンション２
棟の供給が進み、地区内人口が大幅に増加したことから、目標値の改善は見られなかった。

Ⅱ定量的指標の達成状況
0.85㎡/人

目標値と実績値に差が出た要因

住宅市街地総合整備事業の内、中市町多目的広場用地において本市が老朽建築物を除却したものの、地蔵通
り、相物小路については、沿線権利者との合意形成の段階につき、建築物の除却に至らなかったことから、
目標値の改善は見られなかった。

番号 事業者

地区内の除却必要戸数の割合 3.0% 4.0%

２．事業効果の発現状況、目標の達成状況

Ⅰ定量的指標に関する交付
対象事業の効果の発現状況

目標値定量的指標 実績値

中心市街地内においてマンションの供給が進み地区内人口が大幅に増加したため、１人当たりの公園・広場面積の改善は見られなかったものの、密集住宅市街地
における老朽建築物の除去を実施したことにより、居住環境の改善及び防災性の向上が図られた。

市町村名
省略

要素となる事業名 事業内容

交付金対象外 


